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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第97期

中間連結会計期間
第98期

中間連結会計期間
第97期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 (百万円) 29,776 28,482 59,561

経常利益 (百万円) 445 201 1,416

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益又は親会
社株主に帰属する中間純損失
（△）

(百万円) 121 △103 745

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 584 △98 2,675

純資産額 (百万円) 16,992 19,077 19,133

総資産額 (百万円) 46,708 49,348 47,254

１株当たり中間（当期）
純利益金額又は１株当たり中
間純損失金額（△）

(円) 3.52 △2.99 21.60

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益
金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.1 38.4 40.2

営業活動によるキャッシュ・
フロー

(百万円) 362 △205 1,131

投資活動によるキャッシュ・
フロー

(百万円) △1,151 △1,480 △2,306

財務活動によるキャッシュ・
フロー

(百万円) 582 3,203 1,291

現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高

(百万円) 4,541 6,826 5,239
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第97期中間連結会計期間および第97期につ

いては潜在株式が存在しないため、第98期中間連結会計期間については、潜在株式は存在するものの、１株

当たり中間純損失であるため、記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

　なお、前連結会計年度まで非連結子会社であった株式会社FDK KOREA LTD.は、重要性が増したため、当中間連結

会計期間より連結の範囲に含めております。

 

EDINET提出書類

ＦＤＫ株式会社(E01896)

半期報告書

 2/33



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響をおよぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における当社グループを取り巻く事業環境につきましては、設備投資の持ち直しの動きが見

られたものの、ロシア・ウクライナ情勢の長期化や中東地域における地政学的リスクの高まり、米国の通商政策の

影響、中国のレアアース輸出規制、物価や人件費の上昇、米国での高い金利水準の継続、中国経済の減速など景気

の先行きが不透明な状況で推移しました。

このような状況のなか、当社グループは当連結会計年度が初年度となる中期事業計画「R3」に掲げた目標の達成

に向けて、柱に掲げた「現行ビジネスの多角的拡大」、「事業ポートフォリオの多様化」を推し進めており、顧客

ポートフォリオ・製品アプリケーションの拡大を進めるとともに、電池事業ではニッケル亜鉛電池で製品特性の向

上と量産化技術の確立に取り組みました。電子事業では「Bluetooth® Low Energyモジュール」の新製品を開発し、

国内の一部顧客向けにサンプル出荷を開始いたしました。

また、新規ビジネス開拓に係るM&A・アライアンス等の成長投資およびニッケル亜鉛電池の事業化に向けた設備投

資資金を調達するとともに、当社の筆頭株主であるSILITECH TECHNOLOGY CORPORATIONとの資本関係強化および事業

シナジーの創出を目的として、第三者割当による転換社債型新株予約権付社債を発行いたしました。

当中間連結会計期間の経営成績につきましては、電池事業では設備関連ビジネスが減少しましたが、ニッケル水

素電池が車載用途向けで増加、リチウム電池が国内外の各種メータ用途向けが増加したことにより、事業全体とし

て増収となりました。電子事業ではモビリティ用途向け各種モジュールやスイッチング電源が減少したことによ

り、事業全体として減収となりました。この結果、売上高は前中間連結会計期間と比べ12億93百万円（△4.3％）減

の284億82百万円となりました。

損益面につきましては、電池事業は原材料価格の変動による影響はあるものの、ニッケル水素電池やリチウム電

池の売上増、為替の影響や技術VEによるコストダウンにより、事業全体として増益となりました。電子事業は売上

減により、減益となりました。この結果、営業利益は前中間連結会計期間と比べ75百万円減少の４億77百万円とな

りました。経常利益は前中間連結会計期間と比べ２億43百万円減少の２億１百万円、親会社株主に帰属する中間純

損失はアルカリ乾電池に関わる固定資産の減損損失２億７百万円の計上により、１億３百万円（前中間連結会計期

間は１億21百万円の親会社株主に帰属する中間純利益）となりました。

（注）Bluetooth®ワードマークは、Bluetooth SIG, Inc.が所有する商標です。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
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電池事業

電池事業は設備関連ビジネスが減少しましたが、ニッケル水素電池やリチウム電池が増加したことにより、前

中間連結会計期間を上回りました。

製品別につきましては、ニッケル水素電池は、車載用途向けが増加したことにより、前中間連結会計期間を上

回りました。リチウム電池は、国内外の各種メータ用途向けが増加したことにより、前中間連結会計期間を上回

りました。設備関連ビジネスは、自動車関連設備が減少したことにより、前中間連結会計期間を下回りました。

この結果、当事業全体の売上高は、前中間連結会計期間と比べ６億78百万円増加の244億42百万円、セグメント

利益は３億68百万円増加の９億44百万円となりました。

 
電子事業

電子事業は各種モジュールやスイッチング電源が減少したことにより、前中間連結会計期間を下回りました。

製品別につきましては、各種モジュールは、モビリティ用途向けで減少したことにより、前中間連結会計期間

を下回りました。スイッチング電源は、半導体製造装置用途向けが減少したことにより、前中間連結会計期間を

下回りました。

この結果、当事業全体の売上高は、前中間連結会計期間と比べ19億72百万円減少の40億40百万円、セグメント

損失は４億66百万円（前中間連結会計期間は22百万円のセグメント損失）となりました。

 
当中間連結会計期間の総資産は、前連結会計年度と比べ20億93百万円（4.4％）増の493億48百万円となりまし

た。流動資産は前連結会計年度と比べ24億３百万円（7.6％）増の340億71百万円、固定資産は前連結会計年度と比

べ３億９百万円（△2.0％）減の152億76百万円となりました。流動資産増加の主な要因は、転換社債型新株予約権

付社債の発行による現金及び預金の増加や商品及び製品などの棚卸資産が増加したことによるものです。固定資産

減少の主な要因は、有形固定資産が３億76百万円減少したことによるものです。

当中間連結会計期間の負債合計は、前連結会計年度と比べ21億50百万円（7.6％）増の302億70百万円となりまし

た。流動負債は前連結会計年度と比べ３億30百万円（△1.2％）減の268億94百万円、固定負債は前連結会計年度と

比べ24億81百万円（277.1％）増の33億76百万円となりました。流動負債減少の主な要因は、短期借入金が増加した

一方、支払手形及び買掛金、未払金や設備未払金などのその他流動負債が減少したことによるものです。固定負債

増加の主な要因は、転換社債型新株予約権付社債が増加したことによるものです。

なお、有利子負債残高は、主に転換社債型新株予約権付社債や借入金の増加により前連結会計年度と比べ33億12

百万円増の193億９百万円となりました。

当中間連結会計期間の純資産合計は、前連結会計年度と比べ56百万円（△0.3％）減の190億77百万円となりまし

た。純資産減少の要因は、親会社株主に帰属する中間純損失等の計上により利益剰余金が60百万円減少したことに

よるものです。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費の計上や売上債権の減少などによる現

金及び現金同等物（以下「資金」という）の増加はありましたが、棚卸資産の増加や仕入債務の減少などにより２

億５百万円の資金減少（前中間連結会計期間は３億62百万円の資金増加）となりました。

当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出などにより14億80

百万円の資金減少（前中間連結会計期間は11億51百万円の資金減少）となりました。

当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、転換社債型新株予約権付社債の発行による収入や

有形固定資産の取得などによるフリー・キャッシュ・フローのマイナス等を補填したことなどによる短期借入金の

増加により32億３百万円の資金増加（前中間連結会計期間は５億82百万円の資金増加）となりました。

これらの結果、当中間連結会計期間末の資金残高は期首残高より15億86百万円増加し、68億26百万円となりまし

た。

 
(3) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間連結会計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等および経営上の目標の達成状況を判断する

ための客観的な指標等に重要な変更はありません。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上および財務上の課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。

 
(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は４億33百万円であります。

 
３ 【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 130,000,000

計 130,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,536,302 34,536,302
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株でありま
す。

計 34,536,302 34,536,302 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

当中間会計期間において発行した新株予約権付社債は、以下のとおりであります。

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債(2026年９月11日発行)

決議年月日 2026年８月26日

新株予約権の数(個)※ 25

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）※

普通株式　5,000,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 500

新株予約権の行使期間※ （注）４

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額(円)※

（注）６

新株予約権の行使の条件※ （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項※
本新株予約権付社債は、会社法第254条第２項本文及び
第３項本文の定めにより、本新株予約権又は本社債の一方
のみを譲渡することはできない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項　※

（注）11

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の内容及
び価額※

（注）３

新株予約権付社債の残高(百万円)　※ 2,500
 

 ※　新株予約権付社債の発行時（2026年９月11日）における内容を記載しております。

（注）１．本新株予約権付社債は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正　

　　　　　条項付新株予約権付社債券等の特質等は以下のとおりであります。
(1)本新株予約権付社債の行使請求により当社が交付する当社普通株式の数は、株価の上昇により減少すること
がある。当該株式数は、行使請求に係る本新株予約権が付された本社債の金額の総額を、行使請求の効力発
生日において適用される転換価額で除して得られる数であるため、転換価額が修正された場合には、交付さ
れる当社普通株式数は増減する。

(2)転換価額の修正基準
  本新株予約権の各行使請求に係る行使請求書が当社に提出された日（修正日）において、当該修正日までの
１か月間の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値の90％に相当する金額（１円未

EDINET提出書類

ＦＤＫ株式会社(E01896)

半期報告書

 6/33



満切上げ）が、修正日の直前に有効な転換価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、転換価額は修正
日以降当該価額に修正される。

(3)転換価額の修正頻度
  本新株予約権の行使請求が行われる都度、(注)１.(2)の記載に従い修正される。
(4)転換価額の下限等
  転換価額の下限は500円である。修正後の転換価額が500円を下回る場合には、転換価額は500円とされる。な
お、本新株予約権の行使により交付される当社普通株式数は、行使請求に係る本社債の金額の総額を、当該
行使時点において有効な転換価額で除して得られる数となる。

(5)繰上償還条項等
  本新株予約権付社債は、（注）12.(2)に従い、繰上償還されることがある。
 
２．本新株予約権の内容
(1)本社債に付された本新株予約権の数
  各本社債に付された本新株予約権の数は１個とし、合計25個の本新株予約権を発行する。
(2)本新株予約権と引換えにする金銭の払込み
  本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。
(3)本新株予約権の目的である株式の種類および数の算定方法
　 (イ)種類

当社普通株式
 　(ロ)数

本新株予約権の行使により当社が新たに発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を処分（以
下当社普通株式の発行又は処分を当社普通株式の「交付」という。）する当社普通株式の数は、同時に
行使された本新株予約権に係る本社債の金額の総額を当該行使時において有効な転換価額で除して得ら
れる数とする。但し、１株未満の端数が生じた場合は、会社法の規定にもとづいて現金により精算する
（当社が単元株制度を採用している場合において、本新株予約権の行使により単元未満株式が発生する
場合には、会社法に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算し、１単
元未満の株式はこれを切り捨てる。）。なお、かかる現金精算において生じた１円未満の端数はこれを
切り捨てる。

 
３．新株予約権の行使時の払込金額
(1)本転換社債型新株予約権の行使に際して出資される財産の内容およびその価額又はその算定方法
　 (イ)本新株予約権１個の行使に際し、本新株予約権が付された各本社債を出資するものとする。
 　(ロ)本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額とする。
(2)転換価額
(イ)各本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる価額（以下「転

換価額」という。）は、当初500円とする。なお、転換価額は(注)３.(2)(ロ)および(3)(イ)乃至(ニ)に
定めるところに従い修正又は調整されることがある。

(ロ)本新株予約権の各行使請求に係る行使請求書が当社に提出された日（以下「修正日」という。）におい
て、当該修正日（同日を含む。）までの１か月の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終
値の平均値の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額（以下「修正日価額」という。）
が、修正日の直前に有効な転換価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、転換価額は、修正日以
降、修正日価額に修正される。但し、上記の計算の結果算出される金額が500円（以下「下限転換価額」
という。）を下回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とする。なお、下限転換価額は、(注)
３.(3)(イ)乃至(ニ)に定めるところに従って転換価額に対して行われる調整と同様の方法による調整に
服するものとする。

(3)転換価額の調整
(イ)転換価額の調整
①当社は、本新株予約権付社債の発行後、(注)３.(3)(イ)②に掲げる各事由により当社の発行済普通株
式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「新株発行等
による転換価額調整式」という。）により転換価額を調整する。

    既発行

普通株式数
＋

交付株式数×１株あたりの発行又は処分価額

調整後

転換価額
＝

調整前

転換価額
×

時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
 

②新株発行等による転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行なう場合およびそ
の調整後転換価額の適用時期については、次に定めるところによる。
(ⅰ)時価（(注)３.(3)(ハ)②に定義される。以下同じ。）を下回る払込金額をもって当社普通株式を
新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含
む。）（但し、株式報酬制度にもとづき当社普通株式を交付する場合、新株予約権（新株予約権
付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他
当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、および合
併、会社分割、株式交換、株式移転又は株式交付により当社普通株式を交付する場合を除く。）
調整後転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当
ての場合はその効力発生日とする。）の翌日以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割
当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合にはその日の翌日以降これを適用する。

(ⅱ)株式の分割により普通株式を発行する場合
調整後転換価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅲ)時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は時価を下回
る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの
を含む。）を発行又は付与する場合（但し、当社又は当社の関係会社の役職員に対してストッ
ク・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権を除く。）調整後転換価額
は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使された
ものとみなして新株発行等による転換価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（募集
に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、新株予約権の場合は割当日とする。）の翌日
以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日の翌日以降これを適用する。但し、株主に割当てを
受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。
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(ⅳ)当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを
含む。）の取得と引換えに時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合調整後転換価
額は、取得日の翌日以降これを適用する。

(ⅴ)上記(ⅰ)乃至(ⅳ)の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株
主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記(ⅰ)乃至(ⅳ)にかか
わらず、調整後転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合におい
て、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約
権を有する者（以下「本新株予約権者」という。）に対しては、次の算出方法により、当社普通
株式を交付する。

交付普通

株式数

 
＝

(
調整前

転換価額
－

調整後

転換価額
) × 調整前転換価額により当該期間内に交付された普通株式数

調整後転換価額
 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。
(ロ)特別配当による転換価額の調整
①当社は、本新株予約権付社債の発行後、(注)３.(3)(ロ)②(ⅰ)に定める特別配当の支払いを実施する
場合には、次に定める算式（以下「特別配当による転換価額調整式」といい、新株発行等による転換
価額調整式と併せて「転換価額調整式」と総称する。）をもって転換価額を調整する。

調整後

転換価額
=

調整前

転換価額
×

時価―１株あたりの特別配当

時価
 

「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る当該事業年度の最終の基準日におけ
る各本社債の金額（金100,000,000円）当たりの本新株予約権の目的となる株式の数で除した金額をい
う。１株当たり特別配当の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入
する。

②(ⅰ)「特別配当」とは、2031年９月９日までの間に終了する各事業年度内に到来する配当に係る各基
準日につき、当社株式１株当たりの剰余金の配当（会社法第455条第２項および第456条の規定に
より支払う金銭も含む。）の額（金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当の場合には、か
かる配当財産の簿価を配当の額とする。）に当該基準日時点における各本社債の金額（金
100,000,000円）当たりの本新株予約権の目的である株式の数を乗じて得た金額の当該事業年度
における累計額が、基準配当金（基準配当金は、０円とする。）を超える場合における当該超過
額をいう。

(ⅱ)特別配当による転換価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に係る会社法第454条又
は第459条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属する月の翌月10日以降これを適用する。

(ハ)①転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。
②転換価額調整式で使用する時価は、新株発行等による転換価額調整式の場合は調整後転換価額を適
用する日（但し、(注)３.(3)(イ)②(ⅴ)の場合は基準日）又は特別配当による転換価額調整式の場
合は当該事業年度の配当に係る最終の基準日に先立つ45取引日（東京証券取引所において売買立会
が行われる日をいう。但し、東京証券取引所において当社普通株式のあらゆる種類の取引停止処分
又は取引制限（一時的な取引制限も含む。）があった場合には、当該日は「取引日」にあたらない
ものとする。以下同じ。）目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式終値の
平均値（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで
算出し、小数第２位を切り捨てる。

③新株発行等による転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与
えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後転換価額を適用
する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普
通株式の数を控除した数とし、当該転換価額の調整前に(注)３.(3)(イ)②にもとづき交付されたも
のとみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の数を加えた数とする。ま
た、当社普通株式の株式分割が行われる場合には、新株発行等による転換価額調整式で使用する交
付株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に当該株式分割により割り当てられる当社
普通株式の数を含まないものとする。

④転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるとき
は、転換価額の調整は行わないこととする。但し、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生し
転換価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこ
の差額を差し引いた額を使用するものとする。

(ニ)(注)３.(3)(イ)②および(ロ)②の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当
社は、本新株予約権付社債権者と協議の上、その承認を得て、必要な転換価額の調整を行なう。
①株式の併合、合併、会社分割、株式交換、株式移転又は株式交付のために転換価額の調整を必要とす
るとき。

②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を
必要とするとき。

③当社普通株式の株主に対する普通株式以外の種類の株式の無償割当てのために転換価額の調整を必要
とするとき。

④転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由にもとづく調整後の転換価額の算
出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(ホ)(注)３.(2)(ロ)により転換価額の修正を行なう場合、又は(注)３.(3)(イ)乃至(ニ)により転換価額の調
整を行なう場合（下限転換価額が調整される場合を含む。）は、当社は、あらかじめ書面によりその旨
並びにその事由、修正前又は調整前の転換価額、修正後又は調整後の転換価額およびその適用の日その
他必要な事項を本新株予約権付社債権者に通知する。但し、適用の日の前日までに前記の通知を行なう
ことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行なう。
 

４．新株予約権の行使期間
本新株予約権者は、2026年９月14日から2031年９月９日（(注)12.(2)(イ)①乃至③並びに同(ロ)①および
②に定めるところにより、本社債が繰上償還される場合には、当該償還日の５銀行営業日前）までの間
（以下「行使期間」という。）、いつでも、本新株予約権を行使することができる。但し、行使期間の最
終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日を最終日とする。行使期間を経過した後は、本新株予
約権は行使できないものとする。上記にかかわらず、以下の期間については行使請求ができないものとす
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る。
(1)当社普通株式に係る株主確定日（会社法第124条第１項に定める基準日をいう。）およびその前銀行営業日
(2)組織再編行為をするために本新株予約権の行使の停止が必要であると当社が合理的に判断した場合は、それ
らの組織再編行為の効力発生日の翌日から14日以内の日に先立つ30日以内の当社が指定する期間中は、本新
株予約権を行使することはできない。この場合には停止期間その他必要な事項をあらかじめ本新株予約権付
社債権者に通知する。
 

５．本新株予約権の行使の条件
各本新株予約権の一部行使はできないものとする。
 

６．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項
(1)本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき
は、その端数を切り上げるものとする。

(2)本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金
等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 
７．本新株予約権の行使請求受付事務は、(注)20.記載の行使請求受付場所（以下「行使請求受付場所」とい

う。）においてこれを取り扱う。
 
８．本新株予約権の行使請求の方法

本新株予約権を行使請求しようとする本新株予約権付社債権者は、当社の定める行使請求書に、必要事項
を記載して、これに記名押印した上、(注)４.記載の行使期間中に、(注)20.記載の行使請求受付場所に提
出しなければならない。

 
９．本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に要する事項の通知が行使請求受付場所に到達した日に発生

する。本新株予約権の行使の効力が発生したときは、当該本新株予約権に係る本社債について弁済期が到
来するものとする。

 
10．当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後、速やかに社債、株式等の振替に関する法律第130条第1項

およびその他の関係法令に定めるところに従い、当社普通株式を取り扱う振替機関に対し、当該新株予約
権の行使により交付される当社普通株式の新規記録情報を通知する。

 
11．当社による組織再編行為の場合の承継会社等による新株予約権付社債の承継

当社が組織再編行為を行なう場合は、(注)12.(2)(イ)①にもとづき本新株予約権付社債の繰上償還を行な
う場合を除き、承継会社等をして、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社
債に付された本新株予約権の所持人に対して、当該本新株予約権の所持人の有する本新株予約権に代え
て、それぞれの場合につき、承継会社等の新株予約権で、(注)11.(1)乃至(10)に掲げる内容のもの（以下
「承継新株予約権」という。）を交付させるものとする。この場合、組織再編行為の効力発生日におい
て、本新株予約権は消滅し、本社債に係る債務は承継会社等に承継され、本新株予約権の所持人は、承継
新株予約権の所持人となるものとし、本要項の本新株予約権に関する規定は承継新株予約権について準用
する。

(1)交付される承継会社等の新株予約権の数
当該組織再編行為の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本新株予約
権の数と同一の数とする。

(2)承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類
承継会社等の普通株式とする。

(3)承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数
承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編行為の条件
を勘案の上、本要項を参照して決定するほか、以下に従う。なお、転換価額は(注)３.(2)(ロ)と同様の修
正および(注)３.(3)(イ)乃至(ニ)と同様の調整に服する。
(イ)合併、株式交換、株式移転又は株式交付の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社

等の新株予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場
合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編行為において受領する承継会社等の普通株式の
数を受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編行為に際して承継会社等の普通株式以外の証
券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の公正な市場価値を承継会社等の普通株式
の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

(ロ)その他の組織再編行為の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を
行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権
付社債の所持人が得ることのできる経済的利益と同等の経済的利益を受領できるように、転換価額を定
める。

(4)承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容およびその価額又はその算定方法
承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、承継会社等の新株予約権
１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額とする。

(5)承継会社等の新株予約権を行使することができる期間
当該組織再編行為の効力発生日又は承継会社等の新株予約権を交付した日のいずれか遅い日から、(注)４.
に定める本新株予約権の行使期間の満了日までとし、(注)４.に準ずる制限に服する。

(6)承継会社等の新株予約権の行使の条件
(注)５.に準じて決定する。

(7)承継会社等の新株予約権の取得条項
定めない。

(8)承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関
する事項
承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則
第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が
生じたときは、その端数を切り上げるものとする。承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する
場合において増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とす
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る。
(9)組織再編行為が生じた場合
 (注)11.に準じて決定する。
(10)その他
承継会社等の新株予約権の行使により承継会社等が交付する承継会社等の普通株式の数につき、１株未満
の端数が生じた場合は、会社法の規定にもとづいて現金により精算する（承継会社等が単元株制度を採用
している場合において、承継会社等の新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、会社法
に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算し、１株未満の端数はこれを
切り捨てる。）。なお、かかる現金精算において生じた１円未満の端数はこれを切り捨てる。また、当該
組織再編行為の効力発生日時点における本新株予約権付社債の所持人は、本社債を承継会社等の新株予約
権とは別に譲渡することができないものとする。かかる本社債の譲渡に関する制限が法律上無効とされる
場合には、承継会社等が発行する本社債と同様の社債に付された承継会社等の新株予約権を、当該組織再
編行為の効力発生日直前の本新株予約権付社債の所持人に対し、本新株予約権および本社債の代わりに交
付できるものとする。
 

12．本社債の償還の方法および期限
(1)満期償還
  本社債は、2031年９月11日（償還期限）にその総額を各社債の金額100円につき金100円で償還する。但し、
繰上償還の場合は、本項第(2)号に定める金額による。

(2)繰上償還
(イ)当社に生じた事由による繰上償還

①組織再編行為（以下に定義する。）が当社の株主総会で承認された場合（株主総会の承認が不要な場
合は当社の取締役会で決議された場合。）において、承継会社等（以下に定義する。）の普通株式が
いずれの金融商品取引所にも上場されない場合には、当社は本新株予約権付社債の社債権者（以下
「本新株予約権付社債権者」という。）に対して償還日（当該組織再編行為の効力発生日前の日とす
る。）の30日前までに通知の上、残存する本社債の全部（一部は不可）を、各社債の金額100円につ
き金100円で繰上償還するものとする。
 
「組織再編行為」とは、当社が消滅会社となる合併契約の締結、当社が分割会社となる吸収分割契約の
締結若しくは新設分割計画の作成、当社が他の会社の完全子会社となる株式交換契約の締結若しくは
株式移転計画の作成、株式交付親会社が当社の発行済株式の全部を取得することを内容とする株式交
付計画の作成又はその他の日本法上の会社組織再編手続で、かかる手続により本社債にもとづく当社
の義務が他の会社に引き受けられることとなるものをいう。
 
「承継会社等」とは、当社による組織再編行為に係る吸収合併存続会社若しくは新設合併設立会社、吸
収分割承継会社若しくは新設分割設立会社、株式交換完全親会社若しくは株式移転完全親会社、株式
交付親会社又はその他の日本法上の会社組織再編手続におけるこれらに相当する会社のいずれかで
あって、本社債にもとづく当社の義務を引き受けるものをいう。
 
当社は、(注)12.(2)(イ)①に定める通知を行った後は、当該通知に係る繰上償還通知を撤回又は取り
消すことはできない。
 
②公開買付けによる上場廃止に伴う繰上償還
当社普通株式について金融商品取引法にもとづく公開買付けがなされ、当社が当該公開買付けに賛
同する意見を表明し、当該公開買付けの結果、当社普通株式が上場されている全ての日本の金融商
品取引所においてその上場が廃止となる可能性があることを当社又は公開買付者が公表又は容認し
（但し、当社又は公開買付者が、当該公開買付け後も当社普通株式の上場を維持するよう努力する
旨を公表した場合を除く。）、かつ公開買付者が当該公開買付けにより当社普通株式を取得した場
合、当社は、本新株予約権付社債権者に対して当該公開買付けによる当社普通株式の取得日（当該
公開買付けに係る決済の開始日を意味する。）から15日以内に通知の上、当該通知日から30日以上
60日以内の日を償還日として、残存する本社債の全部（一部は不可）を、各社債の金額100円につき
金100円で繰上償還するものとする。
 
(注)12.(2)(イ)①および②の両方に従って本社債の償還を義務付けられる場合、(注)12.(2)(イ)①
の手続が適用される。但し、組織再編行為により当社普通株式の株主に支払われる対価を含む条件
が公表される前に(注)12.(2)(イ)②にもとづく通知が行われた場合には、(注)12.(2)(イ)②の手続
が適用される。
 
③スクイーズアウト事由による繰上償還
当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする定款の変更の後、当社普通株式の全てを対価をもっ
て取得する旨の当社の株主総会の決議がなされた場合、当社の特別支配株主（会社法第179条第１項
に定義される。）による当社の他の株主に対する株式等売渡請求を承認する旨の当社の取締役会の
決議がなされた場合又は上場廃止を伴う当社普通株式の併合を承認する旨の当社の株主総会の決議
がなされた場合（以下「スクイーズアウト事由」という。）、当社は、本新株予約権付社債権者に
対して、実務上可能な限り速やかに、但し、当該スクイーズアウト事由の発生日から14日以内に通
知した上で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は、当該スクイーズアウト事由に係
る当社普通株式の取得日又は効力発生日より前で、当該通知の日から14銀行営業日目以降30銀行営
業日目までのいずれかの日とする。）に、残存する本社債の全部（一部は不可）を、各社債の金額
100円につき金100円で繰上償還するものとする。

 
(ロ)社債権者の選択による繰上償還

①支配権変動事由による繰上償還
本新株予約権付社債権者は、支配権変動事由（以下に定義する。）が生じた場合、当該事由が生じた
日後いつでも、その選択により、当社に対し、あらかじめ書面により通知し、当該通知日から30日以
上60日以内の日を償還日として、その保有する本社債の全部又は一部を、各社債の金額100円につき
金100円で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を有するものとする。
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「支配権変動事由」とは、以下の事由をいう。
特定株主グループ（当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいう。）の
保有者（同法第27条の23第３項にもとづき保有者に含まれる者を含む。）およびその共同保有者（同
法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項にもとづき共同保有者とみなされる者
を含む。））（但し、本新株予約権付社債権者は除く。）の株券等保有割合（同法第27条の23第４項
に規定する株券等保有割合をいう。）が50％超となった場合。

 
②上場廃止事由等又は監理銘柄指定による繰上償還
本新株予約権付社債権者は、当社普通株式について、上場廃止事由等（以下に定義する。）が生じた
若しくは生じる合理的な見込みがある場合、又は株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」
という。）による監理銘柄への指定がなされた若しくはなされる合理的な見込みがある場合には、そ
の選択により、当社に対して、償還すべき日の15銀行営業日以上前に事前通知を行った上で、当該繰
上償還日に、その保有する本新株予約権付社債の全部又は一部を、各社債の金額100円につき金100円
で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を有する。
 
「上場廃止事由等」とは以下の事由をいう。
当社又はその企業集団に、東京証券取引所有価証券上場規程第601条第１項各号に定める事由が発生
した場合、又は、当社が本新株予約権付社債の払込期日以降その事業年度の末日現在における財務諸
表又は連結財務諸表において債務超過となる場合において、当該事業年度の末日の翌日から起算して
６か月を経過する日までの期間において債務超過の状態でなくならなかった場合。

 
(3)(注)12.に定める償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げる。

 
13．本社債の利息支払の方法および期限
(1)本社債の利息は、本新株予約権付社債の払込期日の翌日から満期償還日（但し、繰上償還される場合は繰上
償還日）までこれを付するものとし、2027年３月11日を第１回の利払日としてその日（同日を含む。）まで
の分を支払い、その後毎年３月11日および９月11日（但し、繰上償還される場合には、繰上償還日）（以下
「利払日」という。）に、当該利払日の直前の利払日（第１回の利払日においては払込期日）の翌日から当
該利払日（同日を含む。）までの期間（以下「利息計算期間」という。）について、その日までの半年分を
支払う。但し、半年分に満たない利息計算期間につき利息を計算するときは、１年を365日とする日割りを
もってこれを計算し、円位未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てる。

(2)利払日が銀行休業日にあたるときは、その支払いは当該利払日の直前の銀行営業日にこれを繰り上げる。
(3)本新株予約権の行使の効力発生日から後は、当該行使に係る各本社債の利息は発生しない。また、当該行使
の効力が生じた日までの未払利息は、当該行使の効力が生じた日から10営業日以内に支払う。

(4)償還期日後は利息を付さない。但し、償還期日に弁済の提供がなされなかった場合には、当該元本につい
て、償還期日の翌日（同日を含む。）から弁済の提供がなされた日（同日を含む。）までの期間につき、年
14.0％の利率による遅延損害金を付するものとする。
 

14．買入消却
(1)当社およびその子会社（以下に定義する。）は、本新株予約権付社債権者と合意の上、随時本新株予約権付
社債をいかなる価格でも買入れることができる。

(2)当社又はその子会社が本新株予約権付社債を買入れた場合には、当社は、いつでも、その選択により（当社
の子会社が買入れた場合には、当該子会社より消却のために当該本新株予約権付社債の交付を受けた後）、
当該本新株予約権付社債に係る本社債を消却することができ、かかる消却と同時に当該本新株予約権付社債
に係る本新株予約権は消滅する。

(3)「子会社」とは、会社法第２条第３号に定める子会社をいう。
 

15．特約
(1)担保提供制限
(イ)当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予約権付社債発行後、当社が国内で今

後発行する他の転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合には、本新株予約権付社債のため
にも担保付社債信託法にもとづき、同順位の担保権を設定する。

(ロ)(注)15.(イ)にもとづき本新株予約権付社債に担保権を設定する場合、本社債を担保するのに十分な担保
権を追加設定するとともに、担保権設定登記手続その他担保権の設定に必要な手続を速やかに完了の
上、担保付社債信託法第41条第４項の規定に準じて公告するものとする。

(2)期限の利益喪失に関する特約
当社は、次のいずれかの事由が発生した場合には、直ちに本社債につき期限の利益を喪失するものとする。
(イ)第12項の規定に違背したとき。
(ロ)(注)15.(1)の規定に違背したとき。
(ハ)当社が本新株予約権付社債権者との間で本新株予約権付社債の買取りに関して締結した契約の重大な事

項に違背したとき（表明保証の違反を含む。）
(ニ)本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその弁済をすることができない

とき。
(ホ)社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失し、若しくは期限が到来してもその弁済をすることが

できないとき、又は当社以外の社債若しくはその他の借入金債務に対して当社が行った保証債務につい
て履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすることができないとき。但し、当該債務の合計額
（邦貨換算後）が500,000,000円を超えない場合は、この限りでない。

(ヘ)破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の申立てをし、又は取締役会において解散
（合併の場合を除く。）に係る議案を株主総会に提出する旨の決議をしたとき。

(ト)破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の決定又は特別清算開始の命令を受けたと
き。
 

16．社債管理者
本新株予約権付社債は、会社法第702条但書の要件を充たすものであり、社債管理者は設置されない。
 

17．本新株予約権付社債権者に対する通知の方法
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本新株予約権付社債権者に対する通知は、当社の定款所定の公告の方法によりこれを行なう。但し、法令
に別段の定めがある場合を除き、公告に代えて各本新株予約権付社債権者に書面により通知する方法によ
ることができる。
 

18．社債権者集会に関する事項
(1)本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、開催日の少なくとも２週間前までに本社債の社
債権者集会を招集する旨および会社法第719条各号所定の事項を通知する。

(2)本社債の社債権者集会は東京都においてこれを行なう。
(3)本社債の種類（会社法第681条第１号に定める種類をいう。）の社債の総額（償還済みの額を除き、当社が有
する当該社債の金額の合計額は算入しない。）の10分の１以上にあたる本社債を有する本新株予約権付社債
権者は、社債権者集会の目的である事項および招集の理由を記載した書面を当社に提出して、社債権者集会
の招集を請求することができる。
 

19．元利金支払事務取扱場所（元利金支払場所）
ＦＤＫ株式会社　コーポレート本部　総務人事・サステナビリティ戦略室
 

20．行使請求受付場所
ＦＤＫ株式会社　コーポレート本部　総務人事・サステナビリティ戦略室
 

21．準拠法
日本法
 

22．その他
(1)上記の他、本新株予約権付社債の発行に関して必要な一切の事項の決定は当社代表取締役社長に一任する。
(2)本新株予約権付社債の発行については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件とする。
(3)会社法その他の法律の改正等、本新株予約権付社債の発行要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる
場合には、当社は必要な措置を講じる。
 

23．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。
(1)権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

＜行使制限＞

割当予定先は、原則として、払込期日（2026年９月11日）から９か月以内は、本新株予約権を行使できな

いものとします。

＜転換数量制限＞

当社は、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項および同施行規則第436条第１項乃至第

５項の定めに基づき、本新株予約権付社債につき、転換数量制限を設けております。

当社は、所定の適用除外の場合を除き、本新株予約権付社債の転換をしようとする日を含む暦月において

当該転換により取得することとなる株式数が、本新株予約権付社債の払込日時点における当社上場株式数

の10％を超えることとなる場合における当該10％を超える部分に係る転換を行わせません。また、割当予

定先は制限超過行使を行なうことができません。

＜譲渡制限＞

割当予定先が本新株予約権付社債を譲渡する場合には、当社取締役会の承認を要するものとされていま

す。

(2)当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容
該当事項はありません。
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(3)当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と会社の特別利害関係者等との間の取決めの内容
該当事項はありません。

(4)その他投資者の保護を図るための必要な事項
当社は、本引受契約において、当社グループの役職員に対するストック・オプションの発行等一定の場合を
除き、本新株予約権付社債が残存している限り、本引受契約締結日から払込期日後273日を経過するまでの
間、割当予定先の事前の書面による承諾なく、当社普通株式、当社普通株式に転換若しくは交換されうる証
券又は当社普通株式を取得若しくは受領する権利を表章する証券の発行等を行わない旨を合意しておりま
す。
 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　　2026年９月30日 ― 34,536 ― 3,000 ― ―
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(5) 【大株主の状況】

　2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＳＩＬＩＴＥＣＨ　ＴＥＣＨＮ
ＯＬＯＧＹ　ＣＯＲＰＯＲＡＴ
ＩＯＮ（常任代理人　釜屋電機
株式会社）

ＮＯ． ７３， ＫＵＩＲＯＵＳＨＡＮ Ｒ
Ｄ．， ＴＡＭＳＵＩ　ＤＩＳＴ．， Ｎ
ＥＷ　ＴＡＩＰＥＩ ＣＩＴＹ， ＴＡＩ
ＷＡＮ　（Ｒ．Ｏ．Ｃ．）（大和市中央
６丁目１番６号ＰＳＡビルディング）

15,527 45.00

富士通株式会社
神奈川県川崎市中原区上小田中４丁目１
番１号

6,071 17.59

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　Ｂ
ＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　
ＣＯＭＰＡＮＹ　５１０７９４
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行）

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ３５１ＢＯＳＴＯ
ＮＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ０２
１０１Ｕ．Ｓ．Ａ．（港区港南２丁目
１５－１品川インターシティＡ棟）

282 0.82

大佐古　幸典 福岡県大牟田市 227 0.66

ＢＮＰ　ＰＡＲＩＢＡＳ　ＬＯ
ＮＤＯＮ　ＢＲＡＮＣＨ　ＦＯ
Ｒ　ＰＲＩＭＥ　ＢＲＯＫＥＲ
ＡＧＥ　ＣＬＥＡＲＡＮＣＥ　
ＡＣＣ　ＦＯＲ　ＴＨＩＲＤ　
ＰＡＲＴＹ（常任代理人　香港
上海銀行）

１０　ＨＡＲＥＷＯＯＤ　ＡＶＥＮＵ
Ｅ　ＬＯＮＤＯＮ　ＮＷ１　６ＡＡ（中
央区日本橋３丁目１１－１）

187 0.54

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目７－３　東
京ビルディング

179 0.52

ＦＤＫ取引先持株会 東京都港区港南１丁目６－４１ 173 0.50

後藤　修二 三重県津市 144 0.42

田中　隆士 福井県坂井市 140 0.41

ＮＯＭＵＲＡ　ＩＮＴＥＲＮＡ
ＴＩＯＮＡＬ　ＰＬＣ　Ａ／
Ｃ　ＪＡＰＡＮ　ＦＬＯＷ（常
任代理人　野村證券株式会社）

１　ＡＮＧＥＬ　ＬＡＮＥ，　ＬＯＮＤ
ＯＮ，　ＥＣ４Ｒ　３ＡＢ，　ＵＮＩＴ
ＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ（中央区日本橋１
丁目１３－１）

131 0.38

計 ― 23,063 66.84
 

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

31,600

完全議決権株式(その他)
普通株式

344,444 ―
34,444,400

単元未満株式
普通株式

― ―
60,302

発行済株式総数 34,536,302 ― ―

総株主の議決権 ― 344,444 ―
 

(注) １.「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権２個)含まれて

おります。

　　 ２.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式43株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ＦＤＫ株式会社

東京都港区港南一丁目６番
41号

31,600 ― 31,600 0.09

計 ― 31,600 ― 31,600 0.09
 

(注)　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が100株(議決権１個)あります。

なお、当該株式は上記「① 発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式に含まれております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)にもとづいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月

30日まで)に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,239 6,826

  受取手形及び売掛金 13,456 12,675

  契約資産 296 290

  電子記録債権 424 653

  商品及び製品 3,000 4,022

  仕掛品 3,255 3,208

  原材料及び貯蔵品 4,405 4,935

  その他 1,598 1,469

  貸倒引当金 △9 △9

  流動資産合計 31,668 34,071

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 5,975 5,862

   機械装置及び運搬具（純額） 4,784 4,361

   工具、器具及び備品（純額） 904 839

   土地 2,200 2,199

   リース資産（純額） 89 102

   建設仮勘定 170 384

   有形固定資産合計 14,125 13,748

  無形固定資産 307 281

  投資その他の資産   

   投資有価証券 208 188

   退職給付に係る資産 755 896

   繰延税金資産 70 46

   その他 118 115

   投資その他の資産合計 1,152 1,246

  固定資産合計 15,585 15,276

 資産合計 47,254 49,348
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 6,331 5,898

  電子記録債務 663 522

  短期借入金 15,900 16,700

  リース債務 31 39

  未払金 1,689 1,306

  未払法人税等 118 152

  その他 2,489 2,275

  流動負債合計 27,225 26,894

 固定負債   

  転換社債型新株予約権付社債 - 2,500

  リース債務 66 70

  繰延税金負債 363 345

  長期未払金 128 129

  その他 337 331

  固定負債合計 895 3,376

 負債合計 28,120 30,270

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,000 3,000

  資本剰余金 3,095 3,095

  利益剰余金 8,177 8,116

  自己株式 △51 △51

  株主資本合計 14,220 14,159

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 45 50

  為替換算調整勘定 3,868 3,865

  退職給付に係る調整累計額 872 871

  その他の包括利益累計額合計 4,786 4,787

 非支配株主持分 126 130

 純資産合計 19,133 19,077

負債純資産合計 47,254 49,348
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 29,776 28,482

売上原価 24,469 23,341

売上総利益 5,307 5,141

販売費及び一般管理費 ※１  4,753 ※１  4,663

営業利益 553 477

営業外収益   

 受取利息 37 36

 受取配当金 26 2

 補助金収入 9 20

 受取賃貸料 10 11

 作業くず売却益 9 19

 その他 26 29

 営業外収益合計 120 120

営業外費用   

 支払利息 105 177

 社債発行費 - 78

 為替差損 110 105

 固定資産除却損 4 18

 その他 8 16

 営業外費用合計 228 396

経常利益 445 201

特別損失   

 減損損失 ※２  188 ※２  207

 特別損失合計 188 207

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損
失（△）

256 △5

法人税、住民税及び事業税 187 105

法人税等調整額 △58 △9

法人税等合計 129 96

中間純利益又は中間純損失（△） 126 △101

非支配株主に帰属する中間純利益 5 1

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に
帰属する中間純損失（△）

121 △103
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） 126 △101

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 9 4

 為替換算調整勘定 428 △1

 退職給付に係る調整額 19 △0

 その他の包括利益合計 458 2

中間包括利益 584 △98

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 577 △102

 非支配株主に係る中間包括利益 7 3
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間
純損失（△）

256 △5

 減価償却費 1,145 1,171

 減損損失 188 207

 社債発行費 - 78

 補助金収入 △9 △20

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △99 △141

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △48 -

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △0

 受取利息及び受取配当金 △64 △39

 作業くず売却益（△は益） △9 △19

 支払利息 105 177

 為替差損益（△は益） △0 0

 固定資産除却損 4 18

 売上債権の増減額（△は増加） △997 471

 棚卸資産の増減額（△は増加） 197 △1,484

 仕入債務の増減額（△は減少） △942 △573

 未払費用の増減額（△は減少） 53 △8

 その他 902 240

 小計 679 72

 利息及び配当金の受取額 64 39

 補助金の受取額 9 20

 利息の支払額 △107 △180

 法人税等の支払額 △283 △157

 営業活動によるキャッシュ・フロー 362 △205

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,109 △1,471

 有形固定資産の売却による収入 1 1

 無形固定資産の取得による支出 △43 △7

 投資有価証券の取得による支出 △3 △3

 その他 3 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,151 △1,480

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 600 800

 転換社債型新株予約権付社債の発行による収入 - 2,421

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △17 △17

 財務活動によるキャッシュ・フロー 582 3,203

現金及び現金同等物に係る換算差額 146 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △58 1,521

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

- 65

現金及び現金同等物の期首残高 4,600 5,239

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  4,541 ※  6,826
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当中間連結会計期間において、非連結子会社であったFDK KOREA LTD.につきまして、重要性が増したため、連結

の範囲に含めております。

 
(表示方法の変更)

（中間連結損益計算書）

前中間連結会計期間において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「作業くず売却益」および「補助

金収入」は、金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間より独立掲記することとしております。

この表示方法の変更を反映させるため、前中間連結会計期間の連結財務諸表の組替えを行なっております。

この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示してい

た18百万円は、「作業くず売却益」９百万円、「補助金収入」９百万円として組み替えております。

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

前中間連結会計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「作業く

ず売却益」、「補助金収入」および「補助金の受取額」は、金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間に

おいて独立掲記することとしました。また、前中間連結会計期間において、独立掲記しておりました「営業活動

によるキャッシュ・フロー」の「有形固定資産売却損益（△は益）」は、金額的重要性が乏しいため、当中間連

結会計期間において「その他」に含めて表示しております。

この表示方法の変更を反映させるため、前中間連結会計期間の連結財務諸表の組替えを行なっております。

この結果、前中間連結会計期間の中間連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の「作業くず売却益」△９百万円、「補助金収入」△９百万円および「補助金の受取額」９百万

円を独立掲記させるとともに、「小計」６億89百万円を６億79百万円に変更しております。また、「営業活動に

よるキャッシュ・フロー」の「有形固定資産売却損益（△は益）」に表示していた△０百万円は、「その他」と

して組み替えております。

 
(追加情報)

第三者割当により発行される第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行

当社は、2026年８月26日開催の取締役会において、SILITECH TECHNOLOGY CORPORATION（以下「割当先」といい

ます。）に対して、第三者割当により転換社債型新株予約権付社債（以下「本新株予約権付社債」といい、その社

債部分を「本社債」、その新株予約権部分を「本新株予約権」といいます。）の発行を行なうこと（以下「本第三

者割当」といいます。）について決議し、2026年９月11日付で払込が完了したことを確認いたしました。

なお、本件に関する詳細につきましては、2026年８月26日公表の「第三者割当により発行される第１回無担保転

換社債型新株予約権付社債（転換価額修正条項付）の募集に関するお知らせ」をご参照ください。

 
１．本新株予約権付社債の概要

（１） 払込期日 2026年９月11日

本新株予約権付社債を割り当てる日は2026年９月11日とします。

（２） 新株予約権の総数 25個

（３） 社債及び新株予約権

の発行価額

本社債の金額100円につき金100円

ただし、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しません。

（４） 当該発行による

潜在株式数

当初転換価額及び下限転換価額における潜在株式数：

5,000,000株（新株予約権１個につき200,000株）

本新株予約権付社債の上限転換価額はありません。

（５） 調達資金の額 2,500,000,000円（差引手取額：2,421,540,123円）
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（６） 転換価額及び

その修正条項

当初転換価額は500円とします。

転換価額は、本新株予約権の各行使請求書が当社に提出された日（以下「修

正日」といいます。）において、当該修正日（同日を含む。）までの１か月

の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）におけ

る当社普通株式の普通取引の終値の平均値の90％に相当する金額の１円未満

の端数を切り上げた金額（以下「修正日価額」といいます。）が、修正日の

直前に有効な転換価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、転換価額

は、修正日以降、修正日価額に修正されます。ただし、上記の計算の結果算

出される金額が500円（以下「下限転換価額」といいます。）を下回る場合に

は、修正後の転換価額は下限転換価額とします。

（７） 募集又は割当方法 第三者割当の方法による。

（８） 割当先 SILITECH TECHNOLOGY CORPORATION

（９） 利率 年率0.3％

（10） 利払日 2027年３月11日を第１回の利払日としてその日（同日を含む。）までの分を

支払い、その後毎年３月11日及び９月11日（ただし、繰上償還される場合に

は、繰上償還日）（以下「利払日」といいます。）に、当該利払日の直前の

利払日（第１回の利払日においては払込期日）の翌日から当該利払日（同日

を含む。）までの期間について、その日までの半年分を支払います。ただ

し、半年分に満たない利息計算期間につき利息を計算するときは、１年を365

日とする日割りをもってこれを計算し、円位未満の端数が生じた場合にはこ

れを切り捨てます。利払日が銀行休業日にあたるときは、その支払いは当該

利払日の直前の銀行営業日にこれを繰り上げます。

（11） 償還期日 2031年９月11日

（12） 償還価額 額面100円につき100円

（13） 譲渡制限及び転換数量制

限の内容

当社は、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項及び同規程

施行規則第436条第１項乃至第５項の定めに基づき、MSCB等（同規則に定める

意味を有します。以下同じです。）の買受人による転換又は行使を制限する

措置を講じるため、割当先と締結した引受契約（以下「本引受契約」といい

ます。）において、本新株予約権付社債につき、以下の転換数量制限が定め

られています。

当社は所定の適用除外の場合を除き、本新株予約権付社債の転換をしようと

する日を含む暦月において当該転換により取得することとなる株式数が、

2026年９月11日における当社上場株式数の10％を超えることとなる場合にお

ける当該10％を超える部分に係る本新株予約権付社債の転換（以下「制限超

過行使」といいます。）を割当先に行わせません。

割当先は、上記所定の適用除外の場合を除き、制限超過行使を行うことがで

きません。

また、割当先は、本新株予約権付社債の転換にあたっては、あらかじめ、当

該転換が制限超過行使に該当しないかについて当社に確認を行います。

割当先は、本新株予約権付社債を譲渡する場合には、あらかじめ譲渡先とな

る者に対して、①当社との間で制限超過行使に係る内容を約束させ、また、

②譲渡先となる者がさらに第三者に譲渡する場合に当該第三者をして当社と

の間で同様の内容を合意させることを約束させるものとします。

（14） その他 当社は、割当先との間で、2026年８月26日付で、本新株予約権付社債に係る

引受契約（本引受契約）を締結いたしました（同契約内容の詳細は、2026年

８月26日付公表の「第三者割当により発行される第１回無担保転換社債型新

株予約権付社債（転換価額修正条項付）の募集に関するお知らせ」参照）。
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(中間連結貸借対照表関係)

　１　　受取手形割引高および電子記録債権割引高は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

受取手形割引高 185百万円 ―百万円

電子記録債権割引高 1,245百万円 1,294百万円
 

 

 

(中間連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　　至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
　　至　2026年９月30日）

運送費・梱包費 457百万円 448百万円

従業員給料・諸手当 2,008百万円 1,938百万円

退職給付費用 64百万円 44百万円

販売奨励金・協賛金 62百万円 64百万円

研究開発費 398百万円 433百万円
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※２　減損損失

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日 至　2025年９月30日)

　　　当中間連結会計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしまし

　　　た。

 
会社 場所 用途 種類

ＦＤＫ（株）
鷲津工場
（静岡県湖西市）

電池事業製造設備

建物及び構築物、機械装
置及び運搬具、工具、器
具及び備品、建設仮勘
定、無形固定資産

 

 
当社グループは、独立してキャッシュ・フローを生み出す最小単位として会社別事業別を基礎としてグルーピ

ングを行なっております。

電池事業製造設備については、当社のアルカリ電池事業において直近の業績推移および今後の投資計画を勘案

し、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額１億88百万円を減損損失として特別損失に計上しておりま

す。

減損損失の内訳は、建物及び構築物79百万円、機械装置及び運搬具22百万円、工具、器具及び備品13百万円、

建設仮勘定62百万円、無形固定資産11百万円であります。

当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、上記の資産については、将来

キャッシュ・フローが見込めないことから、ゼロとして評価しております。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日 至　2026年９月30日)

　　　当中間連結会計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしまし

　　　た。

 
会社 場所 用途 種類

ＦＤＫ（株）
鷲津工場
（静岡県湖西市）

電池事業製造設備
建物及び構築物、機械装
置及び運搬具、工具、器
具及び備品、建設仮勘定

 

 
当社グループは、独立してキャッシュ・フローを生み出す最小単位として会社別事業別を基礎としてグルーピ

ングを行なっております。

電池事業製造設備については、当社のアルカリ電池事業において直近の業績推移および今後の投資計画を勘案

し、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額２億７百万円を減損損失として特別損失に計上しておりま

す。

減損損失の内訳は、建物及び構築物52百万円、機械装置及び運搬具89百万円、工具、器具及び備品１百万円、

建設仮勘定64百万円であります。

当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、上記の資産については、将来

キャッシュ・フローが見込めないことから、ゼロとして評価しております。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金 4,541百万円 6,826百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

― 百万円 ― 百万円

現金及び現金同等物 4,541百万円 6,826百万円
 

 

(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

 

１. 配当金支払額

該当事項はありません。

 

２. 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３. 株主資本の著しい変動

株主資本の合計金額に著しい変動はありません。

なお、当社は、2025年６月25日開催の第96回定時株主総会における決議にもとづき、資本金の額、資本準備金

の額および利益準備金の額の減少ならびに剰余金の処分を行ないました。

この結果、当中間連結会計期間において資本金が287億９百万円、資本剰余金が231億79百万円減少し、利益剰

余金が518億88百万円増加しております。

 

当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

 

１. 配当金支払額

該当事項はありません。

 

２. 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３. 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計 調整額
中間連結損益
計算書計上額

 電池事業 電子事業

売上高      

　日本 12,337 4,815 17,153 ― 17,153

　アジア 3,964 1,196 5,161 ― 5,161

　米州 2,289 ― 2,289 ― 2,289

　欧州 5,164 ― 5,164 ― 5,164

　その他 8 ― 8 ― 8

　顧客との契約から生じる収益 23,763 6,012 29,776 ― 29,776

　その他の収益 ― ― ― ― ―

  外部顧客への売上高 23,763 6,012 29,776 ― 29,776

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 23,763 6,012 29,776 ― 29,776

セグメント利益又は損失（△） 576 △22 553 ― 553
 

(注)　セグメント利益又は損失（△）は中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

    （単位：百万円）
 

 
報告セグメント

合計 調整額
中間連結損益
計算書計上額電池事業 電子事業

減損損失 188 ― 188 ― 188
 

 
(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。

 
(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計 調整額
中間連結損益
計算書計上額

 電池事業 電子事業

売上高      

　日本 11,525 3,044 14,569 ― 14,569

　アジア 4,648 996 5,645 ― 5,645

　米州 1,989 ― 1,989 ― 1,989

　欧州 6,264 ― 6,264 ― 6,264

　その他 14 ― 14 ― 14

　顧客との契約から生じる収益 24,442 4,040 28,482 ― 28,482

　その他の収益 ― ― ― ― ―

  外部顧客への売上高 24,442 4,040 28,482 ― 28,482

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 24,442 4,040 28,482 ― 28,482

セグメント利益又は損失（△） 944 △466 477 ― 477
 

(注)　セグメント利益又は損失（△）は中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

    （単位：百万円）
 

 
報告セグメント

合計 調整額
中間連結損益
計算書計上額電池事業 電子事業

減損損失 207 ― 207 ― 207
 

 
(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。

 
(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純損失金
額（△）

3.52円 △2.99円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額又は親会社株主
に帰属する中間純損失金額（△）(百万円)

121 △103

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益金額
又は親会社株主に帰属する中間純損失金額（△）(百
万円)

121 △103

普通株式の期中平均株式数(株) 34,505,122 34,504,728
 

(注)　 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、前中間連結会計期間については、潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。当中間連結会計期間については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純

損失であるため、記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

２０２６年１１月５日

ＦＤＫ株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東　 京 　事 　務 　所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 倉　　持   直　　樹  

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田　　口   雄 　 規  

 

 

監査人の結論

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＦＤＫ株式

会社の２０２６年４月１日から２０２７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２６年４月１日か

ら２０２６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

 当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ＦＤＫ株式会社及び連結子会社の２０２６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認めら

れなかった。

 
監査人の結論の根拠

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

 経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

 監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中

レビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注) １ 上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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